
意　見 都の見解
地域の課題解決となる今回の地域ルール対象エリアの設定見直しについて賛同する。
時代に合致した動きであり、今後の制度活用拡大が広がるものと期待される。(他４
件)

この考え方をまとめた際、コロナ禍は考慮されていないのではないかとの疑念があ
る。パンデミックは繰り返し起きる。コロナ禍において、出勤せざるを得ない方は、
公共交通機関を避け、 車、バイク、自転車等、パーソナルな交通手段を選択する方が
増えた。事実、都内の駐車場の稼働率も上がっている。この事実を考慮すれば、公共
交通機関 を利用する歩行者のみを優先すべきではない。
「鉄道駅周辺のおおむね半径500ｍ以内のエリア」で地域を分けることが、既に古い
考え方だ。駅近の地域でも、自転車、バイクで訪れるし、例えばシェアサイクルや
キックボードを利用して、駅から歩行者の移動範囲を超えた賑わいを作ることもでき
る。駅からは「徒歩」この考え方はこれからの社会にそぐわない。

地域ルール運用において、地域によっては台数低減に際して個別審査が必要となり、
期間面で大きな負荷となる。この事が中小規模のビルの地域ルール適用の阻害となる
要因と考える。地域需要に応じた一律の低減率を明示し、（個別審査なく）必要台数
を算出できるようにすることで、地域ルールをより活用しやすくなると考える。

地域ルールの適用により、地域の駐車場が不足して路上駐車が発生しないよう、附置
義務台数を低減するにあたっては、個別審査を行う事が一般的です。一方、地域ルー
ルによる附置基準を安全側に設定（低減率を小さく設定）することにより、審査を簡
略化することを可能とする地域ルールの事例もあります。今後、手引を作成する際
に、既存の地域ルールの事例などを紹介します。

地域ルールの円滑な運用には隔地を行っている建築主等に対し、隔地の確保状況が変
化した際の対応を整えることが肝要と考える。（例えば年度毎の報告など）

既存の地域ルールでは、地域ルールの実効性を確保する方策として、地域ルールを適
用した者は、駐車施設の利用状況及び確保状況を１年毎に運用協議会に報告すること
としています。
今後、作成する手引にも記載する予定です。

新たなモビリティシステムの誕生などの可能性もあるため、周辺地域への共同配送シ
ステム整備などの取り組みも評価いただけるようなルールを検討いただきたい。

ご指摘の意見は、手引を作成する際に、地域貢献策における取り組みの一つとして参
考にさせていただきます。

低減台数に応じた協力金の負担に対し、地域貢献の取り組みを行った分評価（協力金
負担減）されるようなルールを検討頂きたい。

今回お示しした（案）では、地域貢献策に対して協議会が協力金を活用した支援を行
うことをイメージしておりますが、地域貢献の取組に応じて、協力金を低減するとい
うやり方等も考えられます。今後、手引において既存の地域ルールにおける事例等を
ご紹介し、今後の地域ルール策定を支援したと思います。
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区市に代わり地権者やまちづくり関係者が地域ルールの検討案を提案できる制度や手
引の作成について賛同する。但し、制度提案までの調整についてはまちづくりと連動
した地域ルール策定の為に必要な道路占用の円滑な手続き支援や交通管理者との協議
支援など、区市の協力が不可欠である旨を手引に記載頂きたい。

今後作成する手引において、関係者の役割を記載いたします。

運用協議会を立ち上げ後から協力金の収入を得るまでの期間、地域ルールの運営費用
を補填するため、都、区による補助や融資を検討いただきたい。（他1件）

運用初期に必要な費用も含め、地域ルールの策定に際しては、継続的に運用が可能な
運用体制の検討をお願いしています。

同一行政区を１エリアとするような運用協議会や共同運用組織を設立することで、安
定的・持続的な制度運用が可能になると思慮（他1件）

ご指摘の意見は今後の検討課題として参考にさせていただきます。

中・大規模開発が継続的に発生しない地区では、将来的に適用申請の数が少ない見込
みのため、運用協議会を継続させることが難しい。地域における開発余地や、将来的
なモビリティの需要実態に応じて、地域ルールを柔軟に終了させることも見据えた制
度設計を検討いただきたい。

地域ルールが終了した場合、地域ルールを適用して附置義務台数を低減した建物は駐
車場条例の基準に不適合となります。また、地域ルールは新築の建物だけではなく、
既存建物に対して適用することも可能であり、継続的に運用する必要があります。地
域ルールの策定に際しては、継続的に運用が可能な運用体制の検討をお願いしていま
す。

今後、車自体や車の使い方等が多様化していくことが想定され、これらにも柔軟に対
応できるような制度設計が必要になる。地権者に限らず、地元まちづくりに関わりた
い全ての人・法人等が意見を言えるようにした運用体制の整備が望ましい。

地域ルールの運用体制は、策定主体の区市、有識者、地元の代表（町内会、商店会
等）、交通管理者（警視庁）及び都からなる協議会において、地域ルールの案の策定
の際に合わせて検討します。地元の代表は、各地区の状況に応じて、策定主体の区市
が調整・選定します。

持続的な地域貢献策の取組に支障を来すことが無いよう、運用開始後のルール改定の
柔軟性をご検討いただきたい。

地域ルール策定指針において、地域ルールは定期的な検証、見直しが必要であると定
めています。
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多くの方が意見や提案をしやすくするため、駐車場地域ルールの運用フローや、相談
窓口等も明確にしていただきたい。

地域ルール策定に係る検討が円滑に進められるよう、新たに手引を作成します。その
中で、運用体制や相談窓口についても記載する予定です。
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大規模小売店舗法立地法の手続きにおいても、個別案件ごとに緩和や特別な事情によ
り他の方法で必要台数を算出することはできるが、手続きに関する連携についても併
せてご検討頂きたい。（他1件）

駐車場条例検討委員会には、大規模小売店舗立地法を所管する産業労働局も参加して
おり、制度の見直しを検討してきました。
地域ルールの適用地区については、既存店舗の実績等を基に台数を低減するなど柔軟
に対応し、制度間の連携を図っていきます。
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自動二輪車の駐輪対策、駐車場整備は是非積極的に進めていただきたい。都内への通
勤、通学者の居住地を考慮し、自転車のみならず、原付や二輪車の利用も考慮すべ
き。代替するためには、自動車以上に利便性の高い駐輪の環境が必要。

地域ルール制度においては、一般車の附置義務駐車台数の低減と合わせて、地域貢献
策により自動二輪駐車場や駐輪場等の整備を誘導する事としています。
ご指摘の意見は、今後地域ルールを策定する際に、必要となる取組の一つとして参考
にさせていただきます。

MaaS、新たなモビリティの導入など、駐車場のあり方も変化することが考えられ
る。駐車場利用の実態を踏まえて、原単位の見直しについても検討いただきたい。

附置義務基準についての検証のため、来年度以降に駐車場利用実態調査を検討してい
ます。

各計画地ごとに附置義務駐車、荷捌き駐車、障がい者用駐車を義務付けることとせ
ず、中長期的な目線ももって、街づくり計画の中で大規模施設を中心としたマスター
プランで駐車場ニーズの実態に合わせて柔軟に可変する判断があればいいと思う。積
極的な行政の介入により、環境性能の高い建物への更新を促し、結果的に将来に亘っ
て賑わいのある魅力的な街づくりにつながると考える。
既存建物で、荷捌き駐車場や障がい者用駐車場のニーズがないことのエビデンスを
もって減免できる制度を作ってほしい。
敷地内の荷捌き駐車施設と障がい者駐車施設を兼用を、例えばそれぞれ利用時間帯指
定をするなどの条件のもと認めてほしい。

都心部や駅周辺等において荷捌き車両の路上駐車が見られる他、宅配便の取扱い実績
も年々増えている状況にあり、荷捌きのための駐車需要は高いものと考えています。
また、東京都駐車場条例では、車椅子利用者が附置義務駐車場を利用できるよう、附
置義務駐車場のうち１台以上は障がい者のための駐車施設の整備を義務付けていま
す。

滞在快適性等向上区域内に駐車場出入口を設置しないためには、条件に適合した集約
駐車場の設置やバリアフリールートの確保に関する導線計画まで考える必要があると
思慮します。都、区に地域ルール適用エリアの全体構想を計画いただくとともに、民
有地による協力に対してのインセンティブを付与するなどの施策についても検討いた
だきたい。

頂いたご意見については、滞在快適性向上区域の駐車場の特例を検討する区市にお伝
えいたします。

新たに地域ルール策定を行うにあたり、駐車場整備地区内外に関わらず、地区独自の
駐車場ルールの運用があるため、東京都駐車場条例以外の独自ルールの内容に対して
も、柔軟に対応できる地域ルールの検討を行っていただきたい。

区市が独自に駐車場の附置義務を設けている場合、地域ルール策定の際にその取扱い
についても検討する事となります。

地下階に駐車場を設ける建物が多いと思うが、地下機械式駐車場はゲリラ豪雨や予期
せぬ出来事で故障するリスクが高く、できるだけ減らした方が良いと考える。
地下駐車場がない建物を建築する場合に、何かしらのメリットを本制度を通じて与え
れると良い。

頂いたご意見については、浸水リスクの高い地区において地域ルールを策定する際
に、参考にさせて頂きます。
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「駐車場附置に係る地域ルール制度の見直しの考え方について(案)」への意見募集結果

○　パブリックコメントの実施期間：　令和３年１０月１１日（月）から１１月１０日（水）までの３１日間
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コロナ禍を契機として人々の働き方や行動様式が大きく変化する中で、東京都駐車場
条例の対象である自動車（四輪車）だけでなく、自動二輪車、自転車や荷さばき車
両、観光バス等も含めた現行のあらゆるモビリティを抱合した駐車対策を推進するこ
とが重要です。自動二輪車の駐輪場が不足している地域では、附置義務台数の低減に
よりメリットを受ける建築主等が、地域貢献として自動二輪車駐車場や駐輪場の整備
に取り組むことも想定しています。
なお、「鉄道駅周辺のおおむね半径500ｍ以内のエリア」としたのは、以下の状況を
踏まえたものです。
・鉄道駅周辺の業務・商業活動が活発なエリアでは、一般車向け駐車施設に余剰があ
　る一方、荷捌き車両の路上駐車等、駐車需給のミスマッチが発生していること。
・物販、飲食店舗が集まる商業地域や建物利用者の大多数が公共交通を利用する事務
　所ビル等は、駅周辺の半径500ｍ程度のエリアに集積していること。
・人中心のまちづくりの取組は、鉄道駅周辺に多く見られること。
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○　パブリックコメントに寄せられた意見：　７名　（個人２、法人５）


